
園地2 建設市場開拓控海外建設プロジェクト形成促進税制の観設(法人税等) 曾冨土交通管
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。建設業の雷際援路支援f念、詐年爵議決定足きれたf新経済成長戦

略フォローアップと改訂jや本年8月の鼠こと交滋省の f重点政策 
2009Jでも翠援の課題とされている。

。閥会においてなされた閣土交通大医所僑表明にあるとおり、畳二と
変遺省成長戦略の食事喜慈墳の 1っと位霞づけられている。 

。政策の達成自壌については、当初{重要望調書書提出詩点)は、 2怒号設の葉支
策室事{茜体系に沿っ?と 13標設定を行ったところであるが、本務規i宗本ゑ
違反される成果どの関係望号碗礎化する鐙正廷から‘

・建設市場として発展途上にある鼠及び地域における海外丸浅草経緩 
(H26年度目穏健怖  00億円)

という盈箆厨犠を新たに設定することとしたい。
く適用期問中の鐙成目標Iま‘ {tt24無度開鍾盤11盟童旦)> 

3.適用件数が犠少、特定の者に偏っていないか 4.毒事後評価等における確認技法

有 0本税制は企業規綾に絢らず適用可能であり、その適用対象とな
1 

効| る図又は地域においては、年間 150件程度‘ 500億円程度の建
性 i設プロジェクトの受注が見込まれることから、本税制の適用数や 

1 適用額が想定外に儀少であったり、特定の殺に偏るとは考えられ
ない。 

。建設企業の海外受注実績については、毎年、関係団体が摂援している

ため、租税特別措慢の適用実績とともに審議資すれば、塞塾illの効薬宏
寮鍾飽Iこ測定することができると考えている。

。謹査金量董翠緩徐築住お切!る位置付けについても‘今後‘積雪守してい
きたい。 

5.他の支握街置等との投鵠分担  6.致実密約遼成手段として、約穣かっ必要最小援な援護霊か 

:10予算措としてはトップセールスの実施材、設が国の冨際建設 0本税制の適期総間l注、『建設市場として発展途主民ある国:&ぴ地場I 

性 i精錦織 部推する支援鞍行っており広特例蜘批…  E里呈されるなど、新規の建設市場開拓等の目的!こ沿った必獲最盛毘
1をの役墾分援が図られている。 金主(])o

。潜韻税制特例の創設により、様々なリスクが存症する中でも建設ブ口ジェクトの受控が保進されることで、アジ
ア噂の成長力を我が閉経済の成長!こつなげるとともに、建設技術の移転等を通じた間隙質献を推進することが可



l 建設市場開拓 間 町 山 ク ト 形 成 促進に問例措開設�  
(所得税、法人税、個人住民税、法人住民税

11

日本の「底力」である我が国建設分野について、ク、ローパル経済における競争優位の獲得を目指しつつ、アジア等の地域におけるインフラ整備の

ニーズに応えるため、我が園建設分野が参画する海外建設プロジェクト形成の促進に資する税制上の特例措置を創設する。
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O 圏内建設投資がピーク時の6割程度にまで減少する一方、

海外建設市場においては、アジア等の地域において、引き続き、

インフラ整備への大きな需要が見込まれている。� 

O しかし、我が国建設業は諸外国大手、我が国の主要産業大手

と比較しても海外売上比率が低いというのが現状。� 

0我が園建設業大手5社の海外売上比率� 
(2田� 7年実績/百万ドル)

司、� 

総売上高 海外売上高 海外売上比'"

鹿島建設� 16，413 3.006 18.3% 

大林組� 15.877 3.013 19.0% 

大成建設� 15.149 2.144 14.2% 

清水建設� 12.603 1.342 10.6% 

竹中工務唐� 10.721 1.458 13.6% 

O さらに、「世界同時不況」の影響を受rt、2008年度の海外受注

実績は対前年度比で約4割減少し、各企業の海外市場の新規

開拓意欲が減退している状況にある。� 

O 我が国建設分野の健全な維持前発展を図りつつ、日本経済の

成長を促進するとともに、開発途上国に対する国際貢献を行うと

いう観点から、世界に誇るべき我が国建設分野の『人J.r技術」

を活かした海外市場開拓を促進し、アジア等の成長力を取り込

むことが求められている。� 

， 諸外国建設業大手5社，35-90同

1 日本自動車大手メーカー5社� 60-83軸� 1 
『

1 日本電機メーカー大手5社，31-76同 J 

0我が国建設業の海外受注実績の推移
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税制上の特例措置の内容(所得税、法人税、個人住民税、法人住民税11. 
内国法人が、 「建設市場として発展途上にある外国(※)Jにおいて、以下の海外取引を行う場合、収入又は所得の一定割合を損金算入する。

(1)建設請負の場合、当該事業年度の(※)における海外取引に係る①収入の� 3% ②同取引に係る所得の80% のいずれか低い金額� 

(2)調査開設計等に係る役務の提供の場合、当該事業年度の(※)における海外取引に係る①収入の20% ②当該事業年度の所得の50%


のいずれか低い金額
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海外建設市場の伸び悩み� 

2的存富雄来最高額柑豪去したが‘� 2008年E邸玄

低い水準に震る� 

Q援が機縁数裟祭殿護軍丞塁茎表鐙袋幾~ 

議設草案の海外展開の譲れ

裁が爵建設獲の洛外実上比主義iふ諸外
屡建設薬会受注重量が雷の主要要最業大王手
と比較しでも縫い� 

QわがE躍綾穀君偉大手砕士の窓外遂よ銭議長

諸外関の建設企業との競争

皇軍全整盟必殺設企業金金重
ニ手韓塁塁建設芸霊祭0)2007年度の海外受注主義� 
i主総2.号機符で、喜屋内建設投資0)30%。

当� 2007年の海外受波高では、中童書企業主t 

B本大卒後上関.::;，爽絡。

鴎内建設市場の線小綴向
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〉建設市場開拓型海外建設フロジェクト形成促進税制により、我が国建設分野の海外展開を支援
モデルケース:台湾高速鉄道の事例

※今般の特例では、台湾等の我が固の海外建設市場として既に成熟している国及び地域は対象外

【プロジェクトの概要】
・総延長:台北~左営(高雄)間約� 345km
・開業:2007年1月5日板橋~左営駅間(部分開業)� 

2007年3月2日台北~板橋駅間(全線開業) 

闘最高速度:300km/h 

・所要時間:96分[在来線:4.5時間程度]

同プロジェクト総額約1.7兆円(土地収用費等を含む)


も同日本連合の受注額:車両及び電機等約3，300億円 2:~土3
企

軌道 的2，100億円
※日本連合の構成メンバーは、三菱重工、東芝、川崎重工、三井物産、 (梨}グ
三菱商事、丸紅、住友商事の7社日本連合に対し、� JR東海、� JR西日本

等が技術支援を実施。


・清水建設‘大林組等の日系建設企業Iま‘富架橋‘山岳トンネ
b 


ル、軌道工事、駅舎の建設等存受注した。 凡例

・・・・・・高速鉄道路線-車両・電気設備等のコアシステムだけでなく、設が国の土木・

建隻工事でのブレゼンスも大きい。 台南
。駅� 
O 将来設置予定駅� 

16 
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地 19 国内繰に就競する航空機に罷る課税標準の特例撞置の延長嶋拡充(固定資産税)曾国土交通省
吋一 一一ーと千十 一叩…一……一一F 市町一九…  ω，--"九州 

1.政護体系のゆでの位置づけ

合

理 10国土交通省「重点政策2009lにおいて、地域の自立・活性化後促
性| 滋する取組として、統寧ネットワークの強化を位置付け。

3.適毘件数が僅少、特定の者に偏っていないか

2 当初の激策毘擦が既に達成されていないか  

0冨内航窓磁滋1<1::、今日、地綾経済・社会を支える主義襲撃としての公共約
な役割を担っているが、地方路線は需要規模が小さく採算性が低いこ
とから、近年!意地提践録会1長撤退する事例が綴在化してきている状況
があり、路線維持者を悶っていくためには、関t:地方が…体となって環境
整備を行うことが必要。
〔目標〕地方路線の維持
〔達成度合い〕地方路線数

{平成均年度)254(平成19年度)247(平成20年度)231 

4.害事後評価等における礎縁状滋

。本特例の対象となる軍到舷墾護送芸事業iま容易に参入が行われ
る毒事業ではないため、対象殺だ醒産主主であることは、制度創設持
より想定。

有 
効 O~また、怨年継続的に航~機を導入するのは大手事業者に限られ
性| るこどから、本特例の通用が金数の特定の者に告書るのはやむを

鐙~想定内の結果。

象習内定期航変遷送家主義餐数 :22事業者

特例対象機数 :33機 (20年〉 

5.他の交接措麓等との役割分摂

相 10関内航空ネットワークたりわけ地方航空ネットワーク維持の餓点 
| から、本特例措震のほかに潜陸料の軽減措識が爽施tされている

当| が、着陸務担軽減は蹴の都度発生するコストを軽減する措置
性| であるのに対し、本特例措澄は機材の維持コストを軽減するこど

雪、併せて機材の更新インセンチィブを付与し、効率的な運航に
資すること多包釣tごしており、努濯に役割分担 a

。航空運送署長議長は裟雪量産業であり巨額の設機投資を必要とし、機材の維
持・運用!こ係るコストの負担が太さいことから、収支採算性が低い路線
の維持を図ってし、くためには、盤能院後数擦獲iζ廃合った機材の導入 
Eより、機材の維持に伴って発生するコストを軽減するζとが必要であ

るが、 ζれを促進するために園主資産殺の特側盤置主査盈であるの 

0なお、今後事講義評価でも取り上げることとする。 

6z政策  E芸能達成手段として、能確かつ必要最小種差な諸積か 

O税制の軽減機器愛により機材維持コストの軽減を図ることで、鷺議長重量
為霊護区奥食コ危機材の導入インセンチィブが働き、航空ネットワ…ク

企重量盤院議長ずることになるため、政畿の艶肢と且盟企直接践艶t思議
でき、政策若手段として的確。

。大型機 m中盤機雪撃の機材iこ応じて空幸俊臓麓住蓑違を設けており、地方

路線の維持にとって必霊童d議及援護。

機構鞍溝冨社会を支える議態として公共的な設議費接っている議方鉱盤ネットワークの護捧を皇室韓としh 
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安定的な銃2主総主義サーピスの築主義"&び地方競窓ネットワークの維持~1i'1lるため、機材の維持iこ伴って発生するコストの軽減iこ結びつく銚窓機に係る画
定資産税の特例措霊堂義鉱充のうえ、主題F録期限を2年延長する。

・E ・-55主主91'吉髭湿置語的-・E ・- 組制改正要望の概要-E

航空輸送は地域活性化を支える基盤� 13 州日雨量海、t二七百if雌掛必i三柑泌総桜蹴…
諜税標準の特例欄州光 口地方路線就航割合世築件l~い地方織織でゆ使矧を担保 iO 航空の輸送実績(人九)はパス!こ阪敵

[要望I

ーよ二」

航空会社を巡る経営繍擦の変化

。鴎p'l路線における競争の激化
。欧米=アジア企業との陸際的な覧章者静の激化
。世界的な景気後退に伴う銃3忠告警察の減退

吋&-同
路線縫持のための支援が必獲

。地方路線i立案書喜怒祭主主IJ、さく綴築設が縫い� 
O近年、地方路線からの撤退が綴主計七� 

:i~間ピヲ 
20泊 」ー」ーー」ー~一一ムーザ」ー」…ムームー… 

11 12 13 14 15 16 17 18怜初年Ji� 

需要に見合った機材の導入促滋

0地方路線では需要に見合った機材が必華客� 
Q敗製機(200竺l::mW;l;.飛行隊隠の総J2/

が地方路線で‘地方路線維鯵!こ不湾欠� 
0f.a:需要路線ではIJージけJf，機の護憲入が有効� 
0，さらに務田空港再拡張で発着回数が滋加� 

30.3万回→�  40.7万回

一ーヲ置-:":._-
や・小型機売導入促進1?l主体型?警察〆� 

O軽量紛の維持iこ伴って発生するコスト券経滋
する特例措霊により‘童青ま霊機材導入のイン
友之芝£芝安付与することが効果的

購入 $年 

火器型機 大型機� 
①2ヨ連剖購入� 3年� {臨777書事j

50トン

新設� 

(8777等}

Eヨ豆田
ゆ重型機 鶴入� 3部� 8ま芋� i 

~窓際笈i ②i1/31こ華霊2事13/41こ事軽減� I1 

3受手 小遣型車騒� 

(8737毒事} 務λ 器部� 6議事口三韮記
ト:/ltJ多様 ZIII 1/31と軽量豊� i窓/31こ議主義� 1i
後初等}� 

20告を説上:最初白3年関2/130t弘上:豊監事百申書考書毒2/31::線量童
200沫議=最初申書年間宮/弘法由喜喝� 

31
端居合型 i話。味麓:量量翁由3年爵1/21立後減

/3、次的3金事問6〆副知枇踊

O適用期限を平成24年31131日家守2年延長� | 業平成時前月2館以降に導入し鳩閥織� 1::滋鰍

・就航割合の要件化で地方路監目模:現行の地カ航.~ -3;:に地方路線に就航Lている中型機の導入後俊道患
拠� 

ネットワークの維持 I既望書婆!こ見合った機材� (501米議〉の導入で効主事的な護憲紋� 

出発言在日睦1::1&じて、策陸軍事変1/2向車110に軽量墨絵
-さらに、平君主21年7J著から響調22霊長芋話局家までの閥、経濠率をさらに担Eお定額署重度主主党(1/3-ν 'J).

市
嵐

山
問

山
科

冊
揖

韓
骨

。量主筆� 整理署の書毒剤書皇室韓z

@が管理する空港において、稿用銀ま農協議鰍を霊的す量元日E籍軍E積起のt::.めの取組をヨ陸自匝.� 
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(地方路線等の維持・充実のための取組(拡充策o

着謹料軽減擁護について� 

OlJI民主21華字7;寺から平成22年3F1識と家での際、務行の地方航空ネットワークの奇襲
持のために行われている着陵料の軽滋卒後、東!こ概ね2言語程度拡充するこc.~ごした。

羽悶の 国管理(羽田・伊丹除く。)

車量減給建設 ・共用の軽減措霊堂� 

務長在、伊丹、
本側

事若手議、き童書毒
7/10 
→6/10 

その他

(jIT綿・離島等を除く。)

羽闘の綬3議機器量

綴2室、広島、高松、松山、北九州、長i峰、熊本、大� I9/10→� 3/4 
分、苦言書毒、鹿児島、神戸、小総

一議灘、鶴、務、錦、徳島、設�  I3/恥� 3/5

議I怒川崎広、秋沼、山口9"議事、女滋滅、資緑、庄内、� 7/10-.1/怠j I
E富山、鳥取、出雲、関山

手控肉、紋男IJ、中標津、大慾言語代、山首長、童話登、清紀� 11/2→1/3 
白浜、お見、佐賀

※;中繍・隊総書事締理費E者線に係る国管理tl!港の古着目華料については、平成24年3月31日書での閥、機材の械別等� 
1=応じ116 11161こ事革、減しているところ。削� 

実証実験事裁の療施について

総鳥.]ミユ】舎一路線の綾拷・活性化に係る実証実験響楽
【平成21年度裕正 z王手J'il!;22年度遣要求]

殺若手rJO)特伊i撞霊について

<地方税>
峰国定資蔑税の較減措鐙【平成22年度紘光事喜怒]� 
O 圏内線航窓機

辺監単よ 最初の� 3年間� 2/3に軽減
辺監竺盟主最初の 3 年間ユぷ立.~の 3 年間 3/4 に軽減
盟主主麗 議初の� 3年間ユ4立底思ゑ無関� 2/3に蜂減� 

※200t未満は地方路線就航待問割合が2/3以上の機材に限る。
<毘税> 

年度延長要望】22償却[平成11アフリー対応援航空機の特皇1)鐙パ
o 1¥+守171}-義弱震を護憲たす60席J;lJこの続安機 取得錨額の� 4%

ヨE続空機燃料税の軽減議室霊� 
特定聖堂烏路線航窓機� 3/4に軽減� 
沖縄路線航窓機� 1/2に軽減

・航空機の部分品等に係る関税の免除

O 
O 

羽間~潜の発着枠の配分について 

O 発着衿の曹三分!こ係る評価基準の評価現闘として、全国的な航食

ネットワークのま室長主・充実への貢獄度を取り入れている。� 

o.再拡張!こ伴い熔却する羽思空港の発禁粋の配分暴準についても、

地方路線の就航を後録する方策を検討中。

{ヨヨ隠E室員喜多審理費総の絞F持!こ関する1レ-1レ}� 
<1使IL--/L->

航空会社が路線後撤退する場合に、撤退後の滋滋路線の使数が� 1使未満!こな
る場合に1;):道官京事署管衿安回収し運航を希望する航Z窓会社を募集する。

く3便ルール〉
少使数路線<*器使数� 3使以下の路線)をグループ化し、減便時には少便数路
線にのみ転E持することができることとする。

航空篇塗港の事i用保護について� 

O 霞が管獲する空港において、利用促進協議会を設け需要喚起

のための現実総を喚起。� 
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その他のC-D査定項目に関する説明資料
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その他のc-o査定項目説明資料 目次
 

0都市機能集約地鼠(仮称〉への韓定事業用資産の翼換えに係る特例措量の創設� P25 

0特定都事機能改善施設建替突進言十雷〈夜称)I二探る特例惜震の創設� P27 

0事業用建築物iこ様る罷震改修突進税制の延長� P29 

0高齢者出け懐良費譲住宅建設促進税制の延長及び拡充� P31 

0特定の摺住揺財康の翼換え及び交換の場合の長期譲渡所得の課税の特例措寵の

延長� P33 

OJリート及びspcrこ係る登録免許税の特例措閣の班長� P35 

0交通バリアフリー設備の特別償却制度の拡充及び紙長� P37 

0中小企難者が機械等を取得した場合の特別償却制度又は税額控除制度(中小企業

投資環進貌制)の謹長� P39 

0外航日本人斡員iこ係る所得税の軽減制壌の議j設� P43 

0盟際給離の所有権保存登記等に罷る蚤録発許説の軽減撞董の廷長� P45 

0外資埠頭公社由民営化に伴い承継する不動産に罷る特例措量の翻設� P47 

0関西翻際控港糠式会社に保る登記についての特事IJ措霊の廷長� P49 
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その他のc-o査定項目説明資料 目次
 

0特定地域における一般乗用旅客運送事業の適正化に伴う事業所税の非課税措置の

創設� P51 

O外航日本人船員!こ係る住民税の軽減制度の創設� P53 

Oスーパー中枢港湾において指定会社等(民営化会社)が固の補助金又は無利子貸付

金により新たに取得する大規模コンテナ埠頭に係る固定資産税・都市計画税の特例

措置の創設� P55 

0駅の乗継円滑化のための大規模改良工事により取得する鉄道施設に係る課税標準

の特例措置の拡充� P57 

0鉄道軌道輸送高度化事業費補助金等を受けて取得する安全性向上設備に係る課税

標準の特例措置の拡充� P59 

0環境性能に優れた自動車に対する税制の適用範囲の拡大� P61 

0スーパー中枢港湾において外貿埠頭公社から指定会社等(民営化会社)が取得する

コンテナ埠頭に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置の拡充� P63 
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その{慢のC“D査定項目説明資料 目次

。署員のバワアフリー私的ための改農工事により取得した麓設に譲る謀説標準の特例

措董の拡充及び珪長� P65 

0環境免講の小さい自動車等に探る税率の特需諸費の拡充及び窺長� P69 

0住宅以外の家躍に保る不動産取得説の課税標準の特例措置の組長� P71 

0除寄施設等iこ保る聞定資産税の課税標準の特例措置の延長� P73 

0特定都市河川流域における雨水貯留浸透施設に係る課税標準の特例搭簡の延長� P75 

0認定長期儀良性唱に係る軽減措置の延長� P77 

0住宅に保る省二Eネ改修侃進税制の延長� P79 

0マンション建樹事業に係る課税標準の特例措置の延長� P81 

0詰災街区撃{議事業により従前の権利者に与えられる一定の焼棋の防災施設建築物

に対する斡{開講寵の延長� P83 

0薪葉住唱i二対する器定資重殺の減額措置の適用期援の延長� P85 

0住宅に儀るバリアフリ…改修突進護憲IJの廷長� P87 

0低床製蕗甑龍車に保る課税諜準の特例措置の延長� P89 
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そむ他のC様。査定項呂説明資料� E次
 

or地域公共交通の活性北及び再生i二関する法律jに基づく鉄道事業耳講築事業を

実施する路線に様る諜説標準の特例措置の延長� P引� 

O構踏を受けて整備する鉄軌瀧献の輯震構強事業iこより取得した鉄道施設に係る課程

標準の特例措誼の班長� P93 

OJR貨物が鉄道貨物輸送の効率化のために取得した機関車・コンテナ貨車に鋳る課税

標準の特例措置の班長� P95 

OJR貨物が鉄道貨物輸送の効率化のために第三セクターから借り受ける鉄道施設に

係る課税標準の特例措櫨の班長� P97 

0低際費かつ低排出ガス離に係る課税標準の特例措置の延長� P99 

0ス-/~一中塩港湾において外翼埠顎公社が所有又は取得するコンテナ埠頭!こ係る

謀説標準の特例指震の延長� P101 

0或盟国難空港総式会社が揖有する業務用固定資産に探る課税構準の特例搭置の

廷長� P103 

0運輪事業援興敏成交持金の継続� P105 
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